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○東京都板橋区ユニバーサルデザイン推進条例 

平成14年３月11日東京都板橋区条例第14号 

改正 

平成28年12月22日東京都板橋区条例第63号 

東京都板橋区ユニバーサルデザイン推進条例 

題名改正〔平成28年条例63号〕 

（目的） 

第１条 この条例は、東京都板橋区（以下「区」という。）において、すべての区民が基本的人権

を尊重され、あらゆる場面で社会参加できるよう、区、区民、事業者及び地域活動団体のそれぞ

れの責務を明らかにし、それぞれが協働することにより、ユニバーサルデザインの総合的な推進

に寄与することを目的とする。 

一部改正〔平成28年条例63号〕 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

(１) ユニバーサルデザイン すべての人が年齢、性別、国籍及び個人の能力にかかわらず、一

人ひとりの多様性を尊重され、あらゆる場面で社会参加ができる環境を整えることをいう。 

(２) バリアフリー すべての人が自由に行動し、社会参加するうえで妨げとなる物理的、制度

的、社会的及び心理的な様々な障壁をつくらないこと及び取り除くことをいう。 

(３) 区民 区内に在住し、在勤し、若しくは在学する者又は区内に土地若しくは建物を所有し、

若しくは権原に基づき占有する者をいう。 

(４) 事業者 区内に事務所又は事業所を有する法人その他のものであって、事業（営利を目的

とするものに限る。）を行うものをいう。 

(５) 地域活動団体 区内に事務所又は事業所を有する法人その他のものであって、地域におい

て事業（営利を目的とするものを除く。）を行うものをいう。 

全部改正〔平成28年条例63号〕 

（区の責務） 

第３条 区は、ユニバーサルデザインの推進に関する総合的な施策を策定し、これを計画的に実施

する責務を有する。 
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２ 区は、前項に規定する施策の策定及び実施に当たっては、区民、事業者及び地域活動団体の意

見を反映しなければならない。 

３ 区は、自ら設置し、又は管理する施設をユニバーサルデザインに配慮して整備しなければなら

ない。 

４ 区は、施策、事業等を実施するに当たっては、ユニバーサルデザインに配慮しなければならな

い。 

５ 区は、ユニバーサルデザインに関する理解を深めるため、区の職員、区民、事業者及び地域活

動団体に対し、必要な措置を講ずるものとする。 

一部改正〔平成28年条例63号〕 

（区民の責務） 

第４条 区民は、ユニバーサルデザインについて理解を深め、自ら及び相互に協力してユニバーサ

ルデザインを推進するよう努めるとともに、バリアフリーを推進する責務を有する。 

２ 区民は、区が実施するバリアフリーの推進に関する施策に協力しなければならない。 

一部改正〔平成28年条例63号〕 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、ユニバーサルデザインについて理解を深め、区内に所有し、又は管理する施設

及び提供する各種サービスについて、自ら及び相互にユニバーサルデザインを推進するよう努め

るとともに、バリアフリーを推進する責務を有する。 

２ 事業者は、区が実施するバリアフリーの推進に関する施策に協力しなければならない。 

一部改正〔平成28年条例63号〕 

（地域活動団体の責務） 

第６条 地域活動団体は、ユニバーサルデザインについて理解を深め、地域で共有し、自ら及び相

互にユニバーサルデザインを推進するよう努めるとともに、バリアフリーを推進する責務を有す

る。 

２ 地域活動団体は、区が実施するバリアフリーの推進に関する施策に協力しなければならない。 

追加〔平成28年条例63号〕 

（区、区民、事業者及び地域活動団体の相互理解等） 

第７条 区、区民、事業者及び地域活動団体は、共通認識のもとに相互に立場を理解し、及び尊重

し、協力し、及び連携してユニバーサルデザインを推進するよう努めるものとする。 
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２ 区、区民、事業者及び地域活動団体は、共通認識のもとに相互に協力し、連携してバリアフリ

ーを推進しなければならない。 

一部改正〔平成28年条例63号〕 

（計画の策定） 

第８条 区長は、ユニバーサルデザインに関する施策を総合的かつ計画的に推進するために基本と

なる計画（以下「推進計画」という。）を定めるものとする。 

２ 推進計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

(１) ユニバーサルデザインの推進に関する目標 

(２) ユニバーサルデザインの推進に関する施策の方向 

(３) 前２号に掲げるもののほか、ユニバーサルデザインを総合的かつ計画的に実施するための

施策 

３ 区長は、推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表するものとする。 

一部改正〔平成28年条例63号〕 

（助言、指導等） 

第９条 区長は、区民、事業者及び地域活動団体がユニバーサルデザインを推進するに当たり、円

滑な実施を確保するため、必要に応じ助言することができる。 

２ 区長は、公共の利用に供する施設その他の特にバリアフリーの推進が必要と認められる施設の

所有者、管理者等に対し、バリアフリーの推進を指導し、又は必要な措置を講ずるよう勧告する

ことができる。 

３ 区長は、前項に規定する勧告を行う際は、あらかじめ次条第１項に規定する東京都板橋区ユニ

バーサルデザイン推進協議会の意見を聴かなければならない。 

一部改正〔平成28年条例63号〕 

（ユニバーサルデザイン推進協議会） 

第10条 第１条の目的を達成するため、区長の付属機関として、東京都板橋区ユニバーサルデザイ

ン推進協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

２ 協議会は、次に掲げる事項について調査審議を行う。 

(１) 推進計画に関する事項 

(２) 区民、事業者及び地域活動団体へのユニバーサルデザインの推進に関する意識啓発に関す

る事項 
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(３) 前条第２項の規定による勧告に関する事項 

(４) 前３号に掲げるもののほか、ユニバーサルデザインの推進に関する基本的事項 

３ 協議会は、前項各号に掲げる事項について、区長に意見を述べることができる。 

４ 協議会は、区民、事業者、学識経験を有する者及び関係行政機関の職員のうちから、区長の委

嘱する委員18名以内をもって組織する。 

５ 委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げな

い。 

一部改正〔平成28年条例63号〕 

（委任） 

第11条 この条例の施行に関し必要な事項は、区長が別に定める。 

一部改正〔平成28年条例63号〕 

付 則 

１ この条例は、平成14年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行後最初に委嘱する協議会の委員は、第９条第４項の規定にかかわらず、平成13

年10月29日に板橋区バリアフリー推進協議会委員として委嘱された者とする。 

３ 前項の規定により委嘱された者の任期は、第９条第５項の規定にかかわらず、平成15年10月28

日までとする。 

付 則（平成28年12月22日東京都板橋区条例第63号） 

１ この条例は、平成29年４月１日から施行する。ただし、題名の改正規定、第１条の改正規定（地

域活動団体に係る部分を除く。）、第２条の改正規定（事業者及び地域活動団体に係る部分を除

く。）、第７条の改正規定、第８条及び第９条の改正規定（地域活動団体に係る部分を除く。）

並びに次項の規定は、公布の日から施行する。 

２ 前項ただし書に規定する改正規定の施行の際、現に東京都板橋区バリアフリー推進協議会の委

員である者は、前項ただし書に規定する改正規定による改正後の東京都板橋区ユニバーサルデザ

イン推進条例（以下「新条例」という。）第９条第４項の規定により委嘱された東京都板橋区ユ

ニバーサルデザイン推進協議会の委員とみなす。この場合において、その委嘱されたものとみな

される者の任期は、新条例第９条第５項の規定にかかわらず、平成30年５月12日までとする。 


